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第３節 重点取組 

本市のめざす姿の実現に向け、さらに本市の強みを生かし、環境と調和した持続可能な

発展にも寄与する、脱炭素に効果的な取り組みについて重点的に推進するものを「重点取

組」として設定します。 

 

１ 建築物脱炭素化の推進 

国においては、2030 年にめざすべき建築物の姿として新築される建築物については ZEB

基準の水準の省エネルギー性能が確保されていることをめざすとしています。さらに、既

存建築物の改修・建替の支援や省エネルギー性能表示などの省エネルギー対策を総合的に

促進することとしています。 

本市では、既存建築物における ZEB 化について、豊富な事例を有し、特に事業者の皆さ

まに対しノウハウの提供などに取り組んできました。 

この本市の強みである建築物の脱炭素化について、率先的な取り組みを加速させるとと

もに、民間建築物への波及に向けて以下の表のとおり取り組んでいくこととします。 

 

２ 時代の変化に強い地域産業の振興 

国は、2050年にカーボンニュートラルを実現することを示しており、その実現のために

は、社会の仕組みそのものを変えることが必要とされています。また、そのための活動を

経済成長の機会と捉え、産業競争力を高めることが必要です。 

そのために必要な取り組みが「経済社会システム全体の変革」である「GX」です。「GX」

は、環境問題の解決だけにとどまらず、取り組みを進める中で社会を変えていくという、

カーボンニュートラルを包括した持続可能な成長戦略と捉えることができます。 

本市の「地域経済循環分析（2018 年版）」によると、本市の所得分配構造において、第 2

次・第 3 次産業の労働生産性に課題があります。グリーン分野を含む成長分野への円滑な

労働移動など、本市において、「GX」をはじめとした時代の変化を捉えた取り組みを推進し

ていくことにより、地域産業の振興に向けた取り組みを以下の表のとおり進めていくこと

とします。 
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グリーン経済を投資家サイドから後押ししているのが、ESG 投資と呼ばれる手法です。

環境（Environment）、社会（Social）、企業統治（Governance）の非財務情報を、財務情報

とともに重視することにより、長期的に起こり得るリスクを回避し、安定した投資を行う

ものです。 

パリ協定の発効はこの流れを後押しし、世界の ESG 要素を考慮した持続可能な投資

（Sustainable Investment）による資産規模は、2016 年の 22.9兆ドルから 2020年の 35.3

兆ドル、日本においては、2016 年の約 0.5 兆ドルから 2.9 兆ドルとへと拡大しています。 
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建築物の脱炭素化推進 〜公共部門の率先取組と⺠間部門への波及〜 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

ZEB施設を 
累計６施設完成 

目
標

水
準
 

2029年以降の新築は 
全て ZEH・ZEB基準の水準確保 
※国の目標を１年前倒し 

2049年までにストック平均で ZEH・
ZEB基準の水準の省エネ性能を確保 

※国の目標を１年前倒し 

民
間

部
門
 

ＺＥＨ 

ＺＥＢ 

2025年度（R7年度）

中間地点 
2030年度（R12年度） 

ゴール 
2050年 

公
共

部
門
 

ＺＥＨ 

ＺＥＢ 
ZEB施設を 
累計８施設完成 

2025年以降の新築は 
全て ZEH・ZEB基準の水準確保 
※国の目標を５年前倒し 

2049年までにストック平均で ZEH・
ZEB基準の水準の省エネ性能を確保 

※国の目標を１年前倒し 

率先行動 

目
標

水
準
 

取
組

段
階
 

波及促進 

取
組

段
階
 

 
取組取組取組取組の集中期間の集中期間の集中期間の集中期間     

変革の変革の変革の変革の加速加速加速加速    

 
脱炭素脱炭素脱炭素脱炭素実現への実現への実現への実現へのチャレンジチャレンジチャレンジチャレンジ    

ZEH・ZEBと太陽光導入を率先して推進 
【国の交付金を活用】【ノウハウの蓄積】【地元企業による施工による供給体制強化】 

再エネの地産地消システムの構築 

公共部門の光熱費等削減分を民間支援へ還流させる仕組み構築 

既存の系統線等を活用した再エネ利活用（自己託送等）の推進 

ZEB化工事・太陽光設置の先導的モデル（ZEB改修や太陽光リース等）を民間部門へ展開 

再エネの「促進区域」設定について検討 

初期費用を抑えた再エネ導入手法の普及や共同購入支援 

公共部門の光熱費等削減分を財源に民間支援（補助金）を拡大 

再エネの地産地消システムの構築 

ZEH・ZEB等のメリット、導入手法について積極的に情報公開 
【住宅メーカー等との連携】【リース・PPA等の事例紹介】【補助制度の紹介】 

法律に基づく省エネ基準への適合義務について制度の周知や取組の促進 

ZEH導入や ZEB相談への補助金交付 
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産業の脱炭素化推進 〜時代の変化に強い地域産業の振興〜 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

取
組

段
階
 

行政の 

誘導・支援 

脱炭素先進地としてﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝを行い 
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽを拡大する 

農
業
 

脱炭素 

経営推進 

脱炭素技術（スマート農業、営農型

太陽光発電等）導入について、関係

団体との協議が開始されている 

農業における生産性向上や 
雇用拡大と脱炭素が同時に達成 

脱炭素技術の導入が浸透し、温室効果ガス削減

と生産性向上を同時に達成する事例が波及 

自社の温室効果ガス排出量を把

握し、削減に向けた取組が開始 
GX成長産業への労働移動が円滑に進み 
環境と経済の好循環が生み出されていく 

商工業における生産力向上や 
雇用拡大と脱炭素が同時に達成 

目
標

水
準
 

商
工

業
 

脱炭素 

経営推進 

目
標

水
準
 

公共部門の光熱費等削減分を財源とした GXへの支援（補助金）を推進 

 
取組の取組の取組の取組の集中集中集中集中期間期間期間期間    

 
変革の変革の変革の変革の加速加速加速加速    

 

市内事業者による脱炭素経営関連認証取得の促進 ➡ 独自認証や新協定制度創設へ 
金融機関と連携した ESG投資の呼び込み ➡ 環境関連企業の振興 

GXによる競争力強化のための脱炭素経営への理解促進 
【関連団体と連携したセミナー】【身近な事例紹介】【補助制度の紹介】 

取
組

段
階
 

行政の 

誘導・支援 

2025年度（R7年度） 
中間地点 

2030年度（R12年度） 

ゴール 
2050年 

脱炭素脱炭素脱炭素脱炭素実現への実現への実現への実現へのチャレンジチャレンジチャレンジチャレンジ    

脱炭素先進地としてﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝを行い 
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽを拡大する 

市独自の脱炭素経営への補助      
【省エネ診断】【認証取得】【ZEB相談】 

生産者に対するセミナー等により、脱炭素経営の重要性や導入事例等を紹介 
消費側に対し持続可能な農業の重要性（エシカル消費の紹介など）への理解促進 

➡  脱炭素経営事業者へのインセンティブ設定     

（補助金増額、入札条件等） 

営農型太陽光発電等の事例研究・関係者との意見交換 ➡ 農業での創エネ促進 
金融機関と連携した ESG投資の呼び込み ➡ 農業の脱炭素化を促進 

アドバイザー派遣等による相談の充実 

公共部門の光熱費等削減分を財源とした GXへの支援（補助金）を推進 
アドバイザー派遣等による相談の充実 

ロボット、AI、IoT等の先端技術を活用したスマート農業技術の研究  

新技術の導入により、脱炭素と 
省力・高品質生産を同時に実現 


